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承第１号 

 

専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

専第７号  
 

令和３年度瑞浪市一般会計補正予算（第１５号）  
 
 令和３年度瑞浪市の一般会計補正予算（第１５号）は、次に定めるところ

による。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３６９，３００千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８，８０６，１００

千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。  
（地方債の補正）  

第３条 既定の地方債の追加は、「第３表 地方債補正」による。 
 

令和４年２月１日 専決 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

11 地 方 交 付 税 ３，２６０，８１３ １９２，１７２ ３，４５２，９８５

1 地方交付税 ３，２６０，８１３ １９２，１７２ ３，４５２，９８５

15 国 庫 支 出 金 ３，９３７，７８８ ４８，２２８ ３，９８６，０１６

2 国庫補助金 ２，４０１，８８６ ４８，２２８ ２，４５０，１１４

22 市 債 １，６８２，１００ １２８，９００ １，８１１，０００

1 市 債 １，６８２，１００ １２８，９００ １，８１１，０００

歳　　入　　合　　計 １８，４３６，８００ ３６９，３００ １８，８０６，１００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 民 生 費 ６，０６５，８９９ ９，３００ ６，０７５，１９９

2 児童福祉費 ２，６７４，２０２ ９，３００ ２，６８３，５０２

10 教 育 費 ２，０６４，５３６ ３６０，０００ ２，４２４，５３６

2 小 学 校 費 ４７４，１２４ ３６０，０００ ８３４，１２４

歳　　出　　合　　計 １８，４３６，８００ ３６９，３００ １８，８０６，１００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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第 ２ 表　　繰 越 明 許 費 補 正

　（追加） （単位：千円）

３ 民 生 費 ２ 児 童福 祉費 ７,５２０

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費 ３２２,０００

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費 ３８,０００

金　　　　額

小 学 校 施 設 空 調 整 備 事 業
（ 新 型 コ ロ ナ 対 策 ）

款 項 事　　　　業　　　　名

保育士等処遇改善臨時特例事業

稲 津 小 学 校 改 修 事 業
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第 ３ 表　　地 方 債 補 正

（追加） （単位：千円）

小学校施設空調整備
事業（新型コロナ対策）

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

起 債 の 目 的 限度額 償 還 の 方 法利　　率

115,300

起債の
方法

稲津小学校改修事業

13,600
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議第２号 

 

瑞浪市積立基金条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市積立基金条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

   瑞浪市積立基金条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市積立基金条例（平成９年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

    「 

 

                               

 

     

 

「 
 

 

 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

瑞浪市森林環境譲与税

基金 

森林の整備及びその促進に関す

る事業の経費に充てるため 

電源立地地域対策交付

金施設整備基金 

電源立地地域対策交付金に係る

施設整備の資金に充てるため 

瑞浪市森林環境譲与税

基金 

森林の整備及びその促進に関す

る事業の経費に充てるため 

」 

 

別表中 

 

に改める。 

 

を 

」 
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議第３号 

 

瑞浪市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

瑞浪市個人情報保護条例（平成１２年条例第４５号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２号中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５８号）第２条第３項」を「個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号）第２条第２項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議第４号 

 

   瑞浪市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

 瑞浪市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定

するものとする。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

（瑞浪市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 瑞浪市職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１９号）の一部

を次のように改正する。 

  第１８条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、

「１００分の１０７．５」を「１００分の１００」に改め、同条第３項中

「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１００分の７２．

５」を「１００分の６７．５」に、「１００分の１０７．５」を「１００

分の１００」に、「１００分の６２．５」を「１００分の５７．５」に改

める。 

（瑞浪市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 瑞浪市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第１１号）

の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の２２０」を「１００分の２１２．５」に改

める。 

 （瑞浪市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改

正） 

第３条 瑞浪市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平
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成１７年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第９条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、

「１００分の２２２．５」を「１００分の２１５」に改める。 

（瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第４条 瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元

年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第２２条第１項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、

「１００分の１０７．５」を「１００分の１００」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正後の

瑞浪市職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）第１８条第

２項（同条第３項又は第３条の規定による改正後の瑞浪市一般職の任期付

職員の採用及び給与の特例に関する条例第９条第２項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）、第４項及び第５項若しくは第２１条第１項

から第３項まで若しくは第６項、第２条の規定による改正後の瑞浪市特別

職の職員の給与に関する条例第５条第２項、外国の地方公共団体の機関等

に派遣される瑞浪市職員の処遇等に関する条例（昭和６３年条例第２号）

第４条第１項又は瑞浪市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平

成１４年条例第６号）第４条の規定にかかわらず、これらの規定により算

定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、

令和３年１２月に支給された期末手当の額に、同月１日（同日前１か月以

内に退職した者にあっては、当該退職をした日）における次の各号に掲げ

る職員（給与条例の適用を受ける者をいう。以下この項において同じ。）

又は特別職の職員の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて

得た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。こ

の場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給し

ない。 

 （１） 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８
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条の４第１項又は第２８条の５第１項の規定により採用された職員をい

う。次号において同じ。）以外の職員 次に掲げる職員の区分に応じ、

それぞれ次に定める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 １２７．５分の１５ 

  イ 行政職給料表１の適用を受ける職員でその職務の級が７級であるも

の（給与条例第１８条第２項の規定により市の規則で定める職員に限

る。次号において「特定管理職員」という。） １０７．５分の１５ 

 （２） 再任用職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定める

割合 

  ア 特定管理職員以外の職員 ７２．５分の１０ 

  イ 特定管理職員 ６２．５分の１０ 

 （３） 特別職の職員 ２２０分の１５ 
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議第５号 

 

   瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

 瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正す

る条例 

瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例（昭和５５年条例第

３号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の２２０」を「１００分の２１２．５」に改め

る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、改正後の第５条第２項の規定

にかかわらず、同項の規定により算定される期末手当の額（以下この項に

おいて「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手当

の額に２２０分の１５を乗じて得た額（以下この項において「調整額」と

いう。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上とな

るときは、期末手当は、支給しない。 
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議第６号 

 

   瑞浪市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

 瑞浪市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように

制定するものとする。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

瑞浪市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第２号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条第３号ア（ア）を削り、同号ア（イ）中「特定職に引き続き」を「

引き続いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め、

同号ア（イ）を同号ア（ア）とし、同号ア（ウ）を同号ア（イ）とする。 

 第１８条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務

日ごとの勤務時間を考慮して市の規則で定める」に改め、同号ア及びイを削

る。 

 第２２条を第２４条とし、第２１条の次に次の２条を加える。 

 （妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２２条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶

者が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、

当該職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるととも

に、育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談そ

の他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当 

該職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 
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（勤務環境の整備に関する措置） 

第２３条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにする

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 （１） 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

（２） 育児休業に関する相談体制の整備 

 （３） その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

   附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議第７号 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

令和４年２月２５日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市国民健康保険条例（昭和３４年条例第１４号）の一部を次のように

改正する。 

第１１条の３中「第２０条」の次に「及び第２０条の３」を加え、同条第

１号ウ中「第８１条の２第４項」を「第８１条の２第５項」に改め、同号エ 

中「第８１条の２第９項第２号」を「第８１条の２第１０項第２号」に改め、 

同条第２号エ中「第７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の２第１

項」を加える。 

第１５条の６中「６３万円」を「６５万円」に改める。 

第１５条の６の２中「第２０条」の次に「及び第２０条の３」を加え、同 

条第２号イ中「第７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の２第１項」

を加える。 

 第１５条の６の１２中「１９万円」を「２０万円」に改める。 

第２０条の見出しを「（低所得者の保険料の減額）」に改め、同条第１項

中「６３万円」を「６５万円」に改め、同条第３項中「６３万円」を「６５

万円」に、「１９万円」を「２０万円」に改め、同条第４項中「６３万円」

を「６５万円」に改める。 

第２０条の２の次に次の１条を加える。 

（未就学児の被保険者均等割額の減額） 
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第２０条の３ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の

３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合

における当該被保険者に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１５条又は第１５条の５の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額

から、当該保険料額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第１５条

第２項の規定により端数の切り上げを行った後の額とする。）を控除して

得た額とする（第４項に掲げる場合を除く。）。 

２ 第１５条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。 

この場合において、第１５条第３項の規定中「保険料率」とあるのは「額」

と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。

この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援

金等賦課額」と、「第１５条又は第１５条の５」とあるのは「第１５条の

６の６又は第１５条の６の１０」と、「第１５条第２項」とあるのは「第

１５条の６の６第２項」と、前項中「第１５条第３項」とあるのは「第１

５条の６の６第３項」と読み替えるものとする。 

４ 当該年度において、第２０条に規定する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に

係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額か

ら第２号に掲げる額を控除して得た額とする。 

 （１） 第１５条又は第１５条の５の基礎賦課額の被保険者均等割の保険

料額から、当該保険料額に第２０条第１項各号に規定する場合に応じて

それぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額（第１５条第２項の規

定により端数の切り上げを行った後の額とする。）を控除して得た額 

 （２） 前号に掲げる額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第１

５条第２項の規定により端数の切り上げを行った後の額とする。） 

５ 第１５条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。 

この場合において、第１５条第３項の規定中「保険料率」とあるのは「額」

と読み替えるものとする。 

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。

この場合において、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援
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金等賦課額」と、「第１５条又は第１５条の５」とあるのは「第１５条の

６の６又は第１５条の６の１０」と、「第１５条第２項」とあるのは「第

１５条の６の６第２項」と、前項中「第１５条第３項」とあるのは「第１

５条の６の６第３項」と読み替えるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市国民健康保険条例の規定は、令和４年度

以後の年度分の保険料について適用し、令和３年度以前の年度分の保険料

については、なお従前の例による。 
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議第８号 
 
   瑞浪市中小企業・小規模企業振興条例の制定について 
 
 瑞浪市中小企業・小規模企業振興条例を次のように制定するものとする。 
 
  令和４年２月２５日 提出 
 
                   瑞浪市長 水 野 光 二    
 
 

瑞浪市中小企業・小規模企業振興条例 
瑞浪市は、室町時代に端緒をなすといわれる美濃焼を地場産業として発展

し、近年では瑞浪クリエイション・パーク等における企業誘致により、産業

の複合化も進んでいる。 
本市の経済を支える企業の多くは、小規模企業をはじめとする中小企業で

あり、地域経済の健全な発展及び市民生活の向上にあたっては、中小企業の

果たす役割が重要である。 
しかしながら、経済的社会的環境は大きく変化しており、中小企業が成長

を遂げていくためには、中小企業自らの創意工夫を活かした努力が助長され

る必要があり、特に小規模企業については、地域経済に関わる団体が連携協

力し、その事業の持続的な発展が図られる必要がある。 
ここに、本市の中小企業の振興について、その基本理念及び施策の基本方

針を定め、地域社会全体で共通の理解と協働の下、一体的かつ積極的に取り

組むことにより、本市の更なる発展を目指す礎とするため、この条例を制定

する。 
（目的） 

第１条 この条例は、中小企業が本市における経済の発展に果たす役割の重

要性に鑑み、その振興に関し、基本理念及び施策の基本方針を定め、市、

中小企業者、中小企業団体及び金融機関の役割を明らかにするとともに、

市民の協力をもって中小企業の振興を図り、地域経済の健全な発展及び市
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民生活の向上に寄与することを目的とする。 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定

めるところによる。 
（１） 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２

条第１項に規定する中小企業者であって、市内に事務所又は事業所を有

するものをいう。 
（２） 小規模企業者 中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企

業者であって、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 
（３） 中小企業団体 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３号）の規

定に基づく商工会議所その他の中小企業の支援を行う団体であって、市

内に事務所を有するものをいう。 
（４） 金融機関 銀行、信用金庫、農業協同組合法（昭和２２年法律第

１３２号）に基づく農業協同組合その他の金融機関であって、市内に本

店又は支店を有するものをいう。 
（基本理念） 

第３条 中小企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなけ

ればならない。 
（１） 中小企業の経営の改善及び向上を図るための創意工夫及び自主的

な努力が促進されること。この場合において、小規模企業については、

持続的な発展を図るための取組が促進されること。 
（２） 市、中小企業者、中小企業団体、金融機関、市民その他中小企業 

の事業活動と関係がある者が、相互に連携し、協力して推進されること。 
（３） 市内にある産業基盤、優れた人材、様々な特産物、自然環境その

他の地域資源を十分に活用して推進されること。 
（市の役割） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念に基づき、中小企業の振興に関する

施策を実施するものとする。 
２ 市は、中小企業の振興に関する施策を立案するにあたっては、小規模企

業者の事情に配慮するとともに、中小企業者、中小企業団体及び金融機関

と連携を図るものとする。 
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３ 市は、中小企業の振興に関する施策を実施するにあたっては、中小企業

者、中小企業団体及び金融機関と連携を図るものとする。 
４ 市は、中小企業が豊かな地域社会づくりへの貢献や地域住民の生活の向

上及び交流の促進に寄与していることについて、市民の理解を深めるよう

努めるものとする。 
５ 市は、中小企業の振興に関する施策を効果的に実施するため、必要な財

政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 
６ 市は、地域社会の発展に取り組んでいる中小企業者への発注機会の確保

に最大限努めるものとする。 
（中小企業者の役割） 

第５条 中小企業者は、経済的社会的諸条件の変化に応じて、新事業の展開

や高付加価値化等の経営革新及び円滑な事業承継等の自らの経営基盤の強

化に努めるものとする。 
２ 中小企業者は、相互に連携を図りながら協力することにより、受注の獲

得に取り組むよう自ら中小企業の振興に努めるものとする。 
３ 中小企業者は、地域社会を構成する一員として、地域社会との調和を図

り、各種法令を遵守し、安心して暮らしやすい社会の実現に貢献するよう

努めるものとする。 
４ 中小企業者は、経営改善及び地域経済の振興のため、中小企業団体への

加入に努めるものとする。 
（中小企業団体の役割） 

第６条 中小企業団体は、中小企業者に対し中小企業の振興に関する情報発

信を強化し、経営の向上及び改善に積極的に取り組むとともに、市が行う

中小企業の振興に関する施策の実施について協力するよう努めるものとす

る。 
２ 中小企業団体は、中小企業の経営改善及び地域経済の振興のため、中小

企業者の中小企業団体への加入促進に努めるものとする。 
（金融機関の役割） 

第７条 金融機関は、中小企業者が経営革新及び経営基盤の強化に取り組む

ことができるよう円滑な資金融資、経営相談その他の方法により、中小企

業者を支援するとともに、市及び中小企業団体が実施する中小企業の振興 
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に関する取組に、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 
（市民の協力） 

第８条 市民は、中小企業の振興が地域経済の健全な発展及び市民生活の向

上において重要な役割を果たすことを理解し、中小企業の発展に協力する

よう努めるものとする。 
（施策の基本方針） 

第９条 市は、次に掲げる基本方針に基づき、中小企業の振興に関する施策

を実施するものとする。 
 （１） 経営の改善、技術の向上その他中小企業の経営基盤の強化を図る

こと。 
 （２） 資金調達の円滑化を図ること。 
 （３） 後継者をはじめとする事業活動を担う人材の育成及び確保を図る

こと。 
 （４） 創業及び新たな事業の創出等の促進を図ること。 
 （５） 事業の承継又は廃止の円滑化を図ること。 
 （６） 成長分野への参入に向けた商品や技術の研究及び開発の促進を図

ること。 
 （７） 新たな需要及び市場の開拓並びに海外における事業の展開の促進

を図ること。 
 （８） 地域にある産業基盤その他の地域資源を活用して行う事業環境の

整備を図ること。 
 （９） 女性の活躍促進のため働きやすい就労環境整備を図ること。 
 （１０） 高齢者及び障がい者が働きやすい就労環境整備及び雇用拡大を

図ること。 
 （１１） 安心して子供を産み育てることができる就労環境整備を図るこ

と。 
（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が別に定める。 
附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第９号 

 

   瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第４０号）の一部を

次のように改正する。 

 第３条第２項ただし書を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金であ

る障害補償若しくは遺族補償を受ける権利は、この条例の施行の日以後も、

なお従前の例により担保に供することができる。 

-20-



 

議第１０号 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例 

瑞浪市手数料条例（平成１２年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表１１の部７の項中「１１万円」を「９８，０００円」に改め、同部９

の項中「１７，０００円」を「１５，０００円」に改める。 
附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市手数料条例の規定は、この条例の施行の

日以降に申請を受理するものから適用し、同日前までに申請を受理したも

のについては、なお従前の例による。 
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議第１１号 

 

   瑞浪市副市長の選任につき同意を求めることについて 

 

 瑞浪市副市長に次の者を選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１６２条の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏   名 住       所 生 年 月 日 

勝  康 弘 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１２号 

 

   瑞浪市公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 

 瑞浪市公平委員会委員に次の者を選任したいので、地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏   名 住       所 生 年 月 日 

三 輪 正 徳 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１３号 

 

   工事請負変更契約の締結について 

 

 令和３年６月１日議会の議決を経た「工事請負契約の締結（瑞浪市本庁舎

改修工事）」の一部を変更したいので、瑞浪市議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第２条の規定

により、議会の議決を求める。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 契約金額「９７４，６００，０００円」を「９９４，０３９，２００円」

に変更する。 
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議第１４号  
 

令和３年度瑞浪市一般会計補正予算（第１６号）  
 
 令和３年度瑞浪市の一般会計補正予算（第１６号）は、次に定めるところ

による。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９５，７００千円

を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８，７１０，４００

千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」

による。  
（地方債の補正）  

第３条 既定の地方債の追加、廃止及び変更は、「第３表 地方債補正」に

よる。 
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 ４，９４８，９１０ １５８，５００ ５，１０７，４１０

1 市 民 税 １，９８５，５００ １４０，０００ ２，１２５，５００

4 市たばこ税 ２３１，５００ １８，５００ ２５０，０００

3 利子割交付金 ４，７００ △１，０００ ３，７００

1 利子割交付金 ４，７００ △１，０００ ３，７００

4 配当割交付金 ２０，０００ ９，０００ ２９，０００

1 配当割交付金 ２０，０００ ９，０００ ２９，０００

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

１２，２００ ２０，８００ ３３，０００

1
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金 １２，２００ ２０，８００ ３３，０００

6
法 人 事 業 税
交 付 金

３４，０００ １２，０００ ４６，０００

1
法人事業税
交 付 金

３４，０００ １２，０００ ４６，０００

7
地 方 消 費 税
交 付 金

８４６，０００ ４６，０００ ８９２，０００

1
地方消費税
交 付 金

８４６，０００ ４６，０００ ８９２，０００

8
ゴ ル フ 場
利用税交付金

１４４，５００ １５，５００ １６０，０００

1
ゴ ル フ 場
利用税交付金 １４４，５００ １５，５００ １６０，０００

10
地 方 特 例
交 付 金

１０３，６８１ ４２，３７７ １４６，０５８

2
新型コロナウイルス
感染症対策地方税
減収補塡特別交付金

６０，０００ ４２，３７７ １０２，３７７

11 地 方 交 付 税 ３，４５２，９８５ １８４，７２３ ３，６３７，７０８

1 地方交付税 ３，４５２，９８５ １８４，７２３ ３，６３７，７０８

13
分 担 金
及 び 負 担 金

３８，０１６ △４，７０１ ３３，３１５

1 分 担 金 １０，７３７ △４，７０１ ６，０３６

14
使 用 料
及 び 手 数 料

２７８，２４１ △５，３９４ ２７２，８４７

1 使 用 料 １２６，０７５ △５，３９４ １２０，６８１

15 国 庫 支 出 金 ３，９８６，０１６ ７２，９４９ ４，０５８，９６５

1 国庫負担金 １，５２８，７４７ △１０８，３２８ １，４２０，４１９

2 国庫補助金 ２，４５０，１１４ １８１，２７７ ２，６３１，３９１

16 県 支 出 金 ９７２，２７３ △２５，２４３ ９４７，０３０

1 県 負 担 金 ５７０，８４７ △１３，８０９ ５５７，０３８

2 県 補 助 金 ３１４，４３６ △１１，４３４ ３０３，００２

17 財 産 収 入 ２３６，６６７ △９，５００ ２２７，１６７

2 財産売払収入 １５８，７９３ △９，５００ １４９，２９３

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

18 寄 附 金 ２００，５７０ △１７，９３１ １８２，６３９

1 寄 附 金 ２００，５７０ △１７，９３１ １８２，６３９

19 繰 入 金 ６６９，３７８ △１４１，４９８ ５２７，８８０

1 基金繰入金 ６４３，２１７ △１３８，４００ ５０４，８１７

2 財産区繰入金 ２６，１６１ △３，０９８ ２３，０６３

21 諸 収 入 ３２２，３７７ △４，０８２ ３１８，２９５

4 雑 入 ２１１，１４３ △４，０８２ ２０７，０６１

22 市 債 １，８１１，０００ △４４８，２００ １，３６２，８００

1 市 債 １，８１１，０００ △４４８，２００ １，３６２，８００

歳　　入　　合　　計 １８，８０６，１００ △９５，７００ １８，７１０，４００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 議 会 費 １７５，５６４ △５，３０１ １７０，２６３

1 議 会 費 １７５，５６４ △５，３０１ １７０，２６３

2 総 務 費 ２，８１６，２１６ △６０，５４５ ２，７５５，６７１

1 総務管理費 ２，４７４，４９７ △４６，９２２ ２，４２７，５７５

2 徴 税 費 １８９，７２９ △３，５００ １８６，２２９

3
戸 籍 住 民
基本台帳費

１０７，４８２ △１０，１２３ ９７，３５９

3 民 生 費 ６，０７５，１９９ △５９，６９９ ６，０１５，５００

1 社会福祉費 ３，１７５，５４７ △１７，０９９ ３，１５８，４４８

2 児童福祉費 ２，６８３，５０２ △４１，８００ ２，６４１，７０２

3 生活保護費 ２１４，７００ △８００ ２１３，９００

4 衛 生 費 １，７０７，５２３ △２６，７８７ １，６８０，７３６

1 保健衛生費 ８００，６２４ △３，１０４ ７９７，５２０

2 清 掃 費 ８０９，８１４ △２３，６８３ ７８６，１３１

5 労 働 費 １４，６７７ △５００ １４，１７７

1 労 働 諸 費 １４，６７７ △５００ １４，１７７

6 農林水産業費 ２８７，１３１ △１，６３７ ２８５，４９４

1 農 業 費 ２４４，３６５ ６，９９３ ２５１，３５８

2 林 業 費 ４２，７６６ △８，６３０ ３４，１３６
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

7 商 工 費 ５１８，６４２ △４２，５６８ ４７６，０７４

1 商 工 費 ５１８，６４２ △４２，５６８ ４７６，０７４

8 土 木 費 １，４４７，４５６ △５６，７２２ １，３９０，７３４

1 土木管理費 ５１，０９７ △１，３００ ４９，７９７

2 道路橋梁費 ７７６，６８２ △１０，５１６ ７６６，１６６

3 河 川 費 ８６，５４０ △２４，５６８ ６１，９７２

4 都市計画費 ３６９，６２７ △１６，９７７ ３５２，６５０

5 住 宅 費 １６３，５１０ △３，３６１ １６０，１４９

9 消 防 費 ８４２，９９５ △１４，７９９ ８２８，１９６

1 消 防 費 ８４２，９９５ △１４，７９９ ８２８，１９６

10 教 育 費 ２，４２４，５３６ ３３９，４７１ ２，７６４，００７

1 教育総務費 ２７５，１７１ △４，９２７ ２７０，２４４

2 小 学 校 費 ８３４，１２４ ２２１，７９０ １，０５５，９１４

3 中 学 校 費 １５６，８６２ １４６，２７３ ３０３，１３５

5 社会教育費 ５８４，８７０ △４，８８１ ５７９，９８９

6 保健体育費 ３６４，２６１ △１８，７８４ ３４５，４７７

11 災 害 復 旧 費 ３９３，０５０ △１３９，１１３ ２５３，９３７

1
農林水産業施設
災 害 復 旧 費 ３８，２５０ △７，７２４ ３０，５２６

2
土 木 施 設
災害復旧費

３２４，８００ △１３１，３８９ １９３，４１１

3
教 育 施 設
災害復旧費

３０，０００ ０ ３０，０００

13 諸 支 出 金 ５９５，９４５ △２７，５００ ５６８，４４５

1 公営企業費 ５９５，９４５ △２７，５００ ５６８，４４５

歳　　出　　合　　計 １８，８０６，１００ △９５，７００ １８，７１０，４００
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第 ２ 表　　繰　越　明　許　費　補　正

（追加） （単位：千円）

款 項 事　　　業　　　名 金　　　額

２ 総 務 費 ３
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 事 務 経 費 ３,９６０

２ 総 務 費 ２ 徴 税 費 賦 課 徴 収 事 務 経 費 １,９５６

６ 農 林 水 産 業 費 １ 農 業 費 農 道 台 帳 整 備 事 業 １,５００

7 商 工 費 １ 商 工 費 企 業 立 地 促 進 事 業 １０,０００

7 商 工 費 １ 商 工 費
感染症拡大防止協力金負担事業
（ 新 型 コ ロ ナ 対 策 ）

１２,６０６

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 八 伏 線 道 路 改 良 事 業 ３,７１７

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 南 垣 外 北 野 線 道 路 改 良 事 業 ８２,２７４

８ 土 木 費 ３ 河 川 費 猿 爪 川 浸 水 対 策 事 業 ３,２００

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 土 岐 橋 架 替 関 連 事 業 １４,６１０

８ 土 木 費 ３ 河 川 費 普 通 河 川 緊 急 対 策 事 業 ２０,０００

８ 土 木 費 ３ 河 川 費 普 通 河 川 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 ９,４９２

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 道 の 駅 整 備 事 業 ５,０００

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業 ２５,６４５

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費 各小学校感染症対策等支援事業 ３,２４０

８ 土 木 費 ５ 住 宅 費 市 営 住 宅 移 転 補 償 事 業 １,２２８

１０ 教 育 費 ３ 中 学 校 費 施 設 改 修 事 業 （ 中 学 校 ） １０,２００

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費 小学校デジタル機器整備事業 ３,３２０

１０ 教 育 費 ３ 中 学 校 費 各中学校感染症対策等支援事業 １,８００

１０ 教 育 費 ３ 中 学 校 費 中学校デジタル機器整備事業 １,３２０
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１１ 災 害 復 旧 費 ２
土 木 施 設
災 害 復 旧 費

過 年 土 木 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業

３,２００

１０ 教 育 費 ３

（変更） （単位：千円）

中 学 校 費
中 学 校 施 設 空 調 整 備 事 業
（ 新 型 コ ロ ナ 対 策 ）

１３８,０００

（単位：千円）

款 項 事　　　業　　　名 金　　　額

款 項
補　　正　　前 補　　正　　後

事　業　名 金　額 事　業　名 金　額

８ 土 木 費 ２ 道路橋梁費
市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

３０,０００
市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

１０４,０００

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費
小学校施設空調
整 備 事 業 （ 新 型
コ ロ ナ 対 策 ）

３８,０００
小学校施設空調
整 備 事 業 （ 新 型
コ ロ ナ 対 策 ）

２９１,０００
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第 ３ 表　　地 方 債 補 正

（追加） （単位：千円）

（廃止） （単位：千円）

県 営 事 業 負 担 金
事業（ 県営ため池等
整 備 事 業 ）

6,600 普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

中 学 校 施 設 空 調
整 備 事 業 （ 新 型
コ ロ ナ 対 策 ）

28,600

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法 利　　率 償 還 の 方 法

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法 償 還 の 方 法

市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

127,500

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

土岐橋架替関連事業 11,000

論 栃 ３ 号 線
道 路 改 良 事 業

2,100

利　　率

狭 あ い 道 路
整 備 等 促 進 事 業

20,700

道 の 駅 整 備 事 業 1,800

市 営 住 宅
長 寿 命 化 事 業

36,800

消防ポンプ自動車等
更 新 事 業

9,500

現 年 農 業 用 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業

6,800

現 年 農 業 用 施 設
単 独 災 害 復 旧 事 業

2,100

-31-



（変更） （単位：千円）

起債の
方法

利率
起 債 の 目 的

補　　正　　前 補　　正　　後

限度額 起債の
方法 利率 償還の方法 限度額 償還の

方法

補正
前に
同じ

南 垣 外 北 野 線
道 路 改 良 事 業

212,800 199,900

猿爪川浸水対策事業 27,000 3,700

庁 舎 等 改 修 事 業 50,000 43,000

29,500

消防車両・救急車両
等 購 入 事 業

104,500 79,600

釜戸小学校改修事業 165,400

政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には
借入先と協定し、
その条件に従うも
のとする。ただし、
市財政の都合に
より据置期間及び
償還期限を短縮
し、もしくは繰上
償還又は低利に
借換することがで
きる。

現 年 土 木 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業

87,700 45,600

過 年 土 木 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業

5,900 2,000

137,000

小 学 校 施 設 空 調
整 備 事 業 （ 新 型
コ ロ ナ 対 策 ）

13,600 85,000

市民競技場整備事業 14,100 12,700

都 市 公 園 施 設
整 備 事 業

33,500

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

普通
貸借
又は
証券
発行

過 年 教 育 施 設
単 独 災 害 復 旧 事 業

30,000 13,500

臨 時 財 政 対 策 債 628,100 456,000

年 ３．０ ％ 以
内　（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）
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議第１５号  
 

令和３年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 
 
 令和３年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４，２００千円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５５９，０００千円とす

る。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3
後期高齢者医療
広域連合支出金 ２１，８２６ ７００ ２２，５２６

1 委 託 金 ２１，８２６ ７００ ２２，５２６

4 繰 入 金 １３８，３６９ △５，９０７ １３２，４６２

1
一 般 会 計
繰 入 金

１３８，３６９ △５，９０７ １３２，４６２

6 諸 収 入 ５１８ １，００７ １，５２５

2 雑 入 ４７８ １，００７ １，４８５

歳　　入　　合　　計 ５６３，２００ △４，２００ ５５９，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2
後期高齢者医療
広域連合納付金 ５２６，８７１ △４，９００ ５２１，９７１

1
後期高齢者医療
広域連合納付金 ５２６，８７１ △４，９００ ５２１，９７１

3 保 健 事 業 費 １６，５２６ ７００ １７，２２６

1
健康保持増
進 事 業 費

１６，５２６ ７００ １７，２２６

歳　　出　　合　　計 ５６３，２００ △４，２００ ５５９，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第１６号  
 

令和３年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 
 
 令和３年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次

に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０１，０００千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，６９７，０００千

円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1
国 民 健 康
保 険 料

６３８，２８０ ９，３００ ６４７，５８０

1
一 般 被 保 険 者
国民健康保険料 ６３８，１６０ ９，３００ ６４７，４６０

3 県 支 出 金 ２，６１１，３０３ ９４，３００ ２，７０５，６０３

1 県 補 助 金 ２，６１１，３０３ ９４，３００ ２，７０５，６０３

5 繰 入 金 ３１４，１００ △１３，０００ ３０１，１００

1
一 般 会 計
繰 入 金

２６５，６００ ４，２００ ２６９，８００

2 基金繰入金 ４８，５００ △１７，２００ ３１，３００

6 繰 越 金 ２９，０００ １０，２００ ３９，２００

1 繰 越 金 ２９，０００ １０，２００ ３９，２００

8 国 庫 支 出 金 ０ ２００ ２００

1 国庫補助金 ０ ２００ ２００

歳　　入　　合　　計 ３，５９６，０００ １０１，０００ ３，６９７，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 保 険 給 付 費 ２，５５５，３７６ ９５，７００ ２，６５１，０７６

1 療 養 諸 費 ２，２３２，２８８ ８０，７００ ２，３１２，９８８

2 高額療養費 ３１０，５００ １５，０００ ３２５，５００

3
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金 ９０３，８０３ ０ ９０３，８０３

1 医療給付費分 ６２７，３５０ ０ ６２７，３５０

2
後 期 高 齢 者
支 援 金 等 分

２１０，５７３ ０ ２１０，５７３

3 介護納付金分 ６５，８８０ ０ ６５，８８０

5 基 金 積 立 金 １２，２３１ ５，３００ １７，５３１

1 基金積立金 １２，２３１ ５，３００ １７，５３１

6 諸 支 出 金 ２０，９００ ０ ２０，９００

1
償還金及び
還付加算金

２０，９００ ０ ２０，９００

7 予 備 費 １，０００ ０ １，０００

1 予 備 費 １，０００ ０ １，０００

歳　　出　　合　　計 ３，５９６，０００ １０１，０００ ３，６９７，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第１７号  
 

令和３年度瑞浪市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）  
 
 令和３年度瑞浪市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５，４００千円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，５７８，５００千円

とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 保 険 料 ６９５，８２２ △６２１ ６９５，２０１

1 介護保険料 ６９５，８２２ △６２１ ６９５，２０１

3 国 庫 支 出 金 ８２９，９２８ △１，０３９ ８２８，８８９

2 国庫補助金 ２４０，７３４ △１，０３９ ２３９，６９５

5 県 支 出 金 ４９５，５８９ △５２０ ４９５，０６９

2 県 補 助 金 ２２，６８７ △５２０ ２２，１６７

7 繰 入 金 ６０２，００８ △３，２２０ ５９８，７８８

1
一 般 会 計
繰 入 金

５７２，５６２ △３，２２０ ５６９，３４２

歳　　入　　合　　計 ３，５８３，９００ △５，４００ ３，５７８，５００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 総 務 費 １０５，８１５ △２，７００ １０３，１１５

1 総務管理費 ６０，１３０ △２，７００ ５７，４３０

4
地 域 支 援
事 業 費

１５７，４４５ △２，７００ １５４，７４５

3
包括的支援事業
・ 任 意 事 業 費 ５１，５９５ △２，７００ ４８，８９５

歳　　出　　合　　計 ３，５８３，９００ △５，４００ ３，５７８，５００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第１８号  
 

令和３年度瑞浪市駐車場事業特別会計補正予算（第３号）  
 
 令和３年度瑞浪市の駐車場事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，５００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３１，０００千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1
使 用 料
及 び 手 数 料

２２，５００ １３０ ２２，６３０

1 使 用 料 ２２，５００ １３０ ２２，６３０

2 繰 越 金 ５００ ２，２９０ ２，７９０

1 繰 越 金 ５００ ２，２９０ ２，７９０

3 繰 入 金 ６，５００ △１，４００ ５，１００

1
一 般 会 計
繰 入 金

６，５００ △１，４００ ５，１００

4 諸 収 入 ０ ４８０ ４８０

1 雑 入 ０ ４８０ ４８０

歳　　入　　合　　計 ２９，５００ １，５００ ３１，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 駐車場事業費 １７，９４２ △１，７７０ １６，１７２

1
駐 車 場
管 理 費

１７，９４２ △１，７７０ １６，１７２

3 予 備 費 ５００ ０ ５００

1 予 備 費 ５００ ０ ５００

4 基 金 積 立 金 ０ ３，２７０ ３，２７０

1 基金積立金 ０ ３，２７０ ３，２７０

歳　　出　　合　　計 ２９，５００ １，５００ ３１，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第１９号 

 

令和３年度瑞浪市水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総則） 

第１条 令和３年度瑞浪市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定め 

るところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 令和３年度瑞浪市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２ 

条第４号イ中「１２４，５００千円」を「１０９，５００千円」に改める。 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

             収      入 

 第１款 水道事業収益 1,123,100千円  △9,000千円 1,114,100千円 

  第１項 営業収益   924,879千円    6,000千円  930,879千円 

  第２項 営業外収益  198,221千円 △15,000千円  183,221千円 

             支      出 

 第１款 水道事業費用 1,104,500千円   △8,000千円 1,096,500千円 

  第１項 営業費用  1,071,799千円 △10,000千円 1,061,799千円 

  第２項 営業外費用   28,536千円   2,000千円   30,536千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３３

８，７００千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３１

３，７００千円」に、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

２０，３６２千円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

１８，０９１千円」に、「過年度損益勘定留保資金３１８，３３８千円」

を「過年度分損益勘定留保資金２９５，６０９千円」に改め、資本的支出

の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

             収      入 
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 第１款 資本的収入   144,900 千円  10,000 千円  154,900 千円 

  第２項 分担金     21,422 千円   9,000 千円   30,422 千円 

  第５項 寄附金       0 千円   1,000 千円   1,000 千円 

             支      出 

 第１款 資本的支出    483,600千円   △15,000千円  468,600千円 

  第１項 建設改良費  303,412千円  △15,000千円  288,412千円 

（他会計からの補助金） 

第５条 予算第９条中「３８，６８７千円」を「２４，６８７千円」に改め 

る。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２０号 

 

令和３年度瑞浪市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総則） 

第１条 令和３年度瑞浪市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和３年度瑞浪市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２

条第４号ア中「２５，１８０千円」を「１５，１８０千円」に改める。 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科   目）   （既決予定額） （補正予定額） （計） 

             収      入 

 第１款 下水道事業収益 1,175,200千円 △18,800千円 1,156,400千円 

  第１項 営業収益    550,393千円  6,000千円  556,393千円 

  第２項 営業外収益   624,807千円 △24,800千円  600,007千円 

             支      出 

 第１款 下水道事業費用 1,163,700千円 △17,100千円 1,146,600千円 

  第１項 営業費用   1,053,206千円 △20,100千円 1,033,106千円 

  第２項 営業外費用   108,263千円  3,000千円  111,263千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条中「資本的支出額に対し不足する額３１９，２００千円」

を「資本的支出額に対し不足する額３１６，２００千円」に、「当年度分消

費税及び地方消費税資本的収支調整額１３，３２３千円」を「当年度分消

費税及び地方消費税資本的収支調整額１２，４１４千円」に、「損益勘定留

保資金３０４，５０３千円」を「損益勘定留保資金３０２，４１２千円」

に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科   目）   （既決予定額） （補正予定額） （計） 

             収      入 

 第１款 資本的収入    450,200千円 △7,000千円  443,200千円 
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  第 1項 企業債     147,800 千円 △10,000 千円  137,800 千円 

  第３項 出資金     220,700千円  3,000千円  223,700千円 

             支      出 

 第１款 資本的支出    769,400千円 △10,000千円  759,400千円 

  第１項 建設改良費   235,023千円 △10,000千円  225,023千円 

 （企業債） 

第５条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

  （起債の目的）   （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

   下水道事業     147,800千円  △10,000千円  137,800千円 

（他会計からの補助金） 

第６条 予算第１０条中「１８，７７２千円」を「１８，１７２千円」に改

める。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２１号  
 

令和４年度瑞浪市一般会計予算  
 
 令和４年度瑞浪市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。  
 （歳入歳出予算）  
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６，１００，０００千

円と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（地方債）  

第３条 法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債  
の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」  
による。  
（一時借入金）  

第４条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５００，０００千円と定める。  
（歳出予算の流用）  

第５条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  
 （１） 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足

を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の間の流用  
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 市 税 ５，２２４，１１０

1 市 民 税 ２，１３３，５００

2 固 定 資 産 税 ２，４１３，９００

3 軽 自 動 車 税 １２７，０００

4 市 た ば こ 税 ２４８，０００

5 鉱 産 税 １０

6 入 湯 税 ６００

7 都 市 計 画 税 ３０１，１００

2 地 方 譲 与 税 １８７，９００

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ４３，０００

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 １２６，０００

3 森 林 環 境 譲 与 税 １８，９００

3 利 子 割 交 付 金 ３，０００

1 利 子 割 交 付 金 ３，０００

4 配 当 割 交 付 金 ２９，０００

1 配 当 割 交 付 金 ２９，０００

5 株式等譲渡所得 割交 付金 ２２，０００

1 株式等譲渡所得 割交 付金 ２２，０００

6 法 人 事 業 税 交 付 金 ５９，０００

1 法 人 事 業 税 交 付 金 ５９，０００

7 地 方 消 費 税 交 付 金 ８７５，０００

1 地 方 消 費 税 交 付 金 ８７５，０００

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １６１，０００

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １６１，０００

9 環 境 性 能 割 交 付 金 ２６，０００

1 環 境 性 能 割 交 付 金 ２６，０００

10 地 方 特 例 交 付 金 ４０，０００

1 地 方 特 例 交 付 金 ４０，０００

新型コロナウイルス感染症対策
地 方 税 減 収 補 塡 特 別 交 付 金

０

11 地 方 交 付 税 ３，３００，０００

1 地 方 交 付 税 ３，３００，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(単位：千円)

款 項 金　　額

12 交通安全対策特 別交 付金 ４，０００

1 交通安全対策特 別交 付金 ４，０００

13 分 担 金 及 び 負 担 金 ４１，７８４

1 分 担 金 ７，０３６

2 負 担 金 ３４，７４８

14 使 用 料 及 び 手 数 料 ２９８，７１５

1 使 用 料 １２４，４４６

2 手 数 料 １７４，２６９

15 国 庫 支 出 金 １，８６１，１４８

1 国 庫 負 担 金 １，３０３，８９５

2 国 庫 補 助 金 ５４７，７３２

3 委 託 金 ９，５２１

16 県 支 出 金 １，００７，４４３

1 県 負 担 金 ５９０，２７３

2 県 補 助 金 ３２４，２６３

3 委 託 金 ９２，９０７

17 財 産 収 入 ７７，８４６

1 財 産 運 用 収 入 ７６，６２５

2 財 産 売 払 収 入 １，２２１

18 寄 附 金 ２５０，１１０

1 寄 附 金 ２５０，１１０

19 繰 入 金 １，２４６，５５７

1 基 金 繰 入 金 １，２１７，７０４

2 財 産 区 繰 入 金 ２８，８５３

20 繰 越 金 １００，０００

1 繰 越 金 １００，０００

21 諸 収 入 ２８９，６８７

1 延滞金、加算金 及び 過料 ７，００３

2 市 預 金 利 子 １

3 貸 付 金 元 利 収 入 １０３，７６５

4 雑 入 １７８，９１８
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(単位：千円)

款 項 金　　額

22 市 債 ９９５，７００

1 市 債 ９９５，７００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １６，１００，０００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 議 会 費 １７０，９８７

1 議 会 費 １７０，９８７

2 総 務 費 ２，５６０，２８８

1 総 務 管 理 費 ２，１４８，７７９

2 徴 税 費 ２１５，１４８

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 １０２，６３２

4 選 挙 費 ８２，３０４

5 統 計 調 査 費 ５，８４５

6 監 査 委 員 費 ５，５８０

3 民 生 費 ５，１５６，８４３

1 社 会 福 祉 費 ２，７８４，７５２

2 児 童 福 祉 費 ２，１５５，３０９

3 生 活 保 護 費 ２１６，２８２

4 災 害 救 助 費 ５００

4 衛 生 費 １，６１９，８７９

1 保 健 衛 生 費 ７１３，５８９

2 清 掃 費 ７９１，６７０

3 環 境 費 １１４，６２０

5 労 働 費 １６，１９０

1 労 働 諸 費 １６，１９０

6 農 林 水 産 業 費 ５４６，９２５

1 農 業 費 ４９７，２３０

2 林 業 費 ４９，６９５

7 商 工 費 ５９０，９２０

1 商 工 費 ５９０，９２０

8 土 木 費 １，３３０，７５４

1 土 木 管 理 費 ５４，６９６

2 道 路 橋 梁 費 ７６４，２０６

3 河 川 費 １８８，６０８

4 都 市 計 画 費 ２２１，９８１

5 住 宅 費 １０１，２６３

-49-



(単位：千円)

款 項 金　　額

9 消 防 費 ６０７，９０２

1 消 防 費 ６０７，９０２

10 教 育 費 １，４２９，０１４

1 教 育 総 務 費 ２９４，６３４

2 小 学 校 費 １７８，９６５

3 中 学 校 費 １５６，８８２

4 幼 稚 園 費 １９１，６５３

5 社 会 教 育 費 ３６６，０８１

6 保 健 体 育 費 ２４０，７９９

11 災 害 復 旧 費 ２９，２００

1 農林水産業施設災害復旧費 ７，２００

2 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 ２２，０００

12 公 債 費 １，５０３，３９４

1 公 債 費 １，５０３，３９４

13 諸 支 出 金 ５１７，７０４

1 公 営 企 業 費 ５１７，７０４

14 予 備 費 ２０，０００

1 予 備 費 ２０，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １６，１００，０００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

移 住 促 進 奨 励 金
（ 令 和 ４ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ５ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

瑞 浪 市 移 住 促 進
奨 励 金 交 付 規 則
第 ４ 条 の 規 定 に よ る 額

男女共同参画プラン策定業務委託料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

４,０６０

障 害 者 計 画 等 策 定 業 務 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

４,９５０

高 齢 者 福 祉 計 画 ・ 介 護 保 険
事 業 計 画 策 定 業 務 委 託 料

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

５,０００

東 濃 中 部 病 院 事 務 組 合 負 担 金
（ 新 病 院 開 院 支 援 業 務 委 託 分 ）

令 和 ５ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

１８,０００

予 防 接 種 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

８２,１３８

医 師 ・ 歯 科 医 師 等 出 務 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

２,８２６

予 防 接 種 ワ ク チ ン 購 入 費
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

３１,８２９

が ん 検 診 等 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

３６,０７５

血 液 検 査 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

２,３４２

環 境 基 本 計 画 策 定 業 務 委 託 料 令 和 ５ 年 度 ４,９８３

企 業 立 地 奨 励 金
（ 令 和 ４ 年 度 指 定 業 者 分 ）

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 １ ０ 年 度 ま で

瑞 浪 市 企 業 立 地 の 促 進
及 び 雇 用 の 拡 大 に 関 す る
条 例 第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

空 き 店 舗 賃 貸 借 促 進 奨 励 金
（ 令 和 ４ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ５ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

２００

加 知 奨 学 金
（ 令 和 ４ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ５ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

１８,０００

奨 学 金
（ 令 和 ４ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ５ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

５,４００

教育振興基本計画策定業務委託料 令 和 ５ 年 度 ３,８９４

総 合 文 化 セ ン タ ー 電 話 機 賃 借 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

６０

事 項
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第 ３ 表　　地　方　債

（単位：千円）

起債の方法

43,000

4,700

13,500

59,700

9,900

136,500

200,000

13,800

1,800

5,900 普通貸借

10,000 又　 　は

2,000 証券発行

6,900

11,000

54,000

58,000

11,300

8,500

43,700

8,500

6,500

4,500

3,800

1,700

6,500

270,000

瑞 浪 南 中 学 校 改 修 事 業

過年農業用施設補助災害復旧事業

過年土木施設補助災害復旧事業

臨 時 財 政 対 策 債

普 通 河 川 緊 急 対 策 事 業

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

市 営 住 宅 用 途 廃 止 事 業

消 防 ポ ン プ 自 動 車 等 更 新 事 業

瑞 浪 小 学 校 改 修 事 業

瑞 浪 中 学 校 改 修 事 業

（ただし、利

率見直し方

式で借り入

れる政府資

金 及 び 地

方 公 共 団

体 金 融 機

構 資 金 に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率）

道 路 側 溝 等 緊 急 対 策 事 業

工場用地造成関連道路整備事業

県 単 事 業 負 担 事 業

県営急傾斜地崩壊対策負担事業

県 単 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業

猿 爪 川 浸 水 対 策 事 業

普 通 河 川 緊 急 浚 渫 推 進 事 業

塵 芥 収 集 車 等 購 入 事 業

県 営 事 業 負 担 金 事 業
（ 県 営 た め 池 等 整 備 事 業 ）

農産物等直売所規模拡大整備事業

市 道 等 整 備 交 付 金 事 業
政府資金につ

い て は 、 そ の

融資条件によ

り、銀行その他

の場合には借

入先と協定し、

その条件に従

うものとする。

た だ し 、 市 財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もしく

は繰上償還又

は低利に借換

することができ

る。

南 垣 外 北 野 線 道 路 改 良 事 業
年３．０ ％

八 伏 線 道 路 改 良 事 業 以　　 内

土 岐 橋 架 替 関 連 事 業

起　  債　  の　  目　  的 限　　度　　額 利 率 償 還 の 方 法

庁 舎 等 改 修 事 業

陶 児 童 館 設 備 等 改 修 事 業
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議第２２号  
 

令和４年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計予算  
 
 令和４年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。  
 （歳入歳出予算）  
第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６０８，４００千円と定

める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（一時借入金）  

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。  
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ４３３，４１１

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ４３３，４１１

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ３０

1 手 数 料 ３０

3
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 支 出 金

２５，８１０

1 補 助 金 ２，６６３

2 委 託 金 ２３，１４７

4 繰 入 金 １４８，５１９

1 一 般 会 計 繰 入 金 １４８，５１９

5 繰 越 金 １００

1 繰 越 金 １００

6 諸 収 入 ５３０

1 延滞金、加算金 及び 過料 ２０

2 雑 入 ５１０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ６０８，４００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 ２１，６４３

1 総 務 管 理 費 １８，８７７

2 徴 収 費 ２，７６６

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

５６７，８７３

1
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

５６７，８７３

3 保 健 事 業 費 １７，８７４

1 健 康 保 持 増 進 事 業 費 １７，８７４

4 諸 支 出 金 ５１０

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ５１０

5 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ６０８，４００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

７８

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

１，４１０

事 項

-55-



議第２３号  
 

令和４年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計予算  
 
 令和４年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。  
 （歳入歳出予算）  
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，８６４，０００千円

と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（一時借入金）  

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。  
（歳出予算の流用）  

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  
 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 国 民 健 康 保 険 料 ６６９，８５１

1 一般被保険者国民健康保険料 ６６９，８５１

退 職 被 保 険 者 等
国 民 健 康 保 険 料

０

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ２００

1 手 数 料 ２００

3 県 支 出 金 ２，７７９，０５０

1 県 補 助 金 ２，７７９，０５０

4 財 産 収 入 １６０

1 財 産 運 用 収 入 １６０

5 繰 入 金 ４０１，９００

1 一 般 会 計 繰 入 金 ２７２，５００

2 基 金 繰 入 金 １２９，４００

6 繰 越 金 １０，０００

1 繰 越 金 １０，０００

7 諸 収 入 ２，８３９

1 雑 入 ２，８３９

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，８６４，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 ７６，８５７

1 総 務 管 理 費 ７６，８５７

2 保 険 給 付 費 ２，７１９，４０８

1 療 養 諸 費 ２，３７６，２７０

2 高 額 療 養 費 ３３０，５５０

3 移 送 費 ５０

4 任 意 給 付 費 １２，５３８

3 国民健康保険事業費納付金 １，０２５，０３８

1 医 療 給 付 費 分 ７３８，０５０

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 ２１６，５０８

3 介 護 納 付 金 分 ７０，４８０

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(単位：千円)

款 項 金　　額

4 保 健 事 業 費 ３２，５３７

1 保 健 事 業 費 ５，０６１

2 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 ２７，４７６

5 基 金 積 立 金 １６０

1 基 金 積 立 金 １６０

6 諸 支 出 金 ５，０００

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ５，０００

7 予 備 費 ５，０００

1 予 備 費 ５，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，８６４，０００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

１０１

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

９,８１０

国 保 デ ー タ ベ ー ス
シ ス テ ム 保 守 委 託 料

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

３００

医 科 ・ 歯 科 レ セ プ ト
点 検 委 託 料

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

３,３００

事 項
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議第２４号  
 

令和４年度瑞浪市介護保険事業特別会計予算 
 
 令和４年度瑞浪市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 
 （歳入歳出予算）  
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，５７０，４００千円

と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（一時借入金）  

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。  
（歳出予算の流用）  

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  
 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
 
  令和４年２月２５日 提出  
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 保 険 料 ６８９，７６２

1 介 護 保 険 料 ６８９，７６２

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ７０

1 手 数 料 ７０

3 国 庫 支 出 金 ８３２，４０５

1 国 庫 負 担 金 ５９４，２３９

2 国 庫 補 助 金 ２３８，１６６

4 支 払 基 金 交 付 金 ９２０，２４７

1 支 払 基 金 交 付 金 ９２０，２４７

5 県 支 出 金 ５０２，０２８

1 県 負 担 金 ４７８，４８３

2 県 補 助 金 ２３，５４５

6 財 産 収 入 ３３４

1 財 産 運 用 収 入 ３３４

7 繰 入 金 ６１８，９６８

1 一 般 会 計 繰 入 金 ５７２，１２４

2 基 金 繰 入 金 ４６，８４４

8 繰 越 金 ４，５５０

1 繰 越 金 ４，５５０

9 諸 収 入 ２，０３６

1 延滞金、加算金 及び 過料 １０

2 預 金 利 子 １０

3 雑 入 ２，０１６

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，５７０，４００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １００，２１５

1 総 務 管 理 費 ５４，９３８

2 徴 収 費 ５，３６０

3 介 護 認 定 審 査 会 費 ３９，７１１

4 趣 旨 普 及 費 ２０６

2 保 険 給 付 費 ３，３００，６９０

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 ３，０７０，７４０

2 介護予防サービ ス等 諸費 ６２，９３０

3 そ の 他 諸 費 ３，２００

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 ６０，８００

5 特定入所者介護サービス等費 ９１，９２０

6
高 額 医 療 合 算
介 護 サ ー ビ ス 等 費

１１，１００

3 基 金 積 立 金 ３３４

1 基 金 積 立 金 ３３４

4 地 域 支 援 事 業 費 １６３，６１１

1
介 護 予 防 ・ 生 活 支 援
サ ー ビ ス 事 業 費

１００，３７６

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 ６，８６７

3 包括的支援事業・任意事業費 ５５，９６８

4 そ の 他 諸 費 ４００

5 諸 支 出 金 ４，５５０

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ４，５５０

6 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，５７０，４００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

１９４

介 護 保 険 料 仮 算 定 納 入
通 知 書 等 印 刷 製 本 費

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

８００

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

２００

認 定 調 査 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

３,０００

訪 問 型 サ ー ビ ス Ａ 業 務 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

９００

高 齢 者 見 守 り 業 務 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

１,０００

介 護 予 防 教 室 等 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

３,０００

歯 科 医 師 出 務 委 託 料
（ 高 齢 者 介 護 予 防 ）

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

８００

理 学 療 法 士 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

２００

さ さ エ ー ル ポ イ ン ト 事 業 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

１,０００

生 活 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー
業 務 委 託 料

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

４,０００

配 食 サ ー ビ ス 業 務 委 託 料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

６,０００

徘 徊 高 齢 者 位 置
確 認 業 務 委 託 料

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

２０

在宅歯科医療連携窓口設置委託料
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

２５０

事 項
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議第２５号  
 

令和４年度瑞浪市駐車場事業特別会計予算 
 
 令和４年度瑞浪市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 
 （歳入歳出予算）  
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２４，２００千円と定め

る。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（一時借入金）  

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１０，０００千円と定める。  
 

令和４年２月２５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 使 用 料 及 び 手 数 料 ２３，７００

1 使 用 料 ２３，７００

2 繰 越 金 ５００

1 繰 越 金 ５００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２４，２００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 駐 車 場 事 業 費 １２，１５１

1 駐 車 場 管 理 費 １２，１５１

2 公 債 費 １１，０４９

1 公 債 費 １１，０４９

3 基 金 積 立 金 ５００

1 基 金 積 立 金 ５００

4 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２４，２００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

６

駅 北 駐 車 場 管 理 業 務 委 託 料
（ 清 掃 業 務 ）

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

１００

駅 北 駐 車 場 等 管 理 業 務 委 託 料
（ 料 金 収 納 業 務 ）

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

４００

浪 花 駐 車 場 管 理
機 器 保 守 点 検 業 務 委 託 料

令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

７００

事 項
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議第２６号 

 

令和４年度瑞浪市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和４年度瑞浪市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水件数                  １５，４００件 

（２） 年間総配水量             ４，４００，０００㎥ 

（３） 一日平均配水量               １２，０５５㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 

ア 緊急時給水拠点確保事業           ４０，０００千円 

イ 配水設備改良事業             ３１０，１０５千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 水道事業収益            １，０８８，４００千円 

第１項 営業収益               ９２４，９２１千円 

第２項 営業外収益              １６３，４７９千円 

支      出 

第１款 水道事業費用            １，０６６，９００千円 

  第１項 営業費用             １，０３６，１３６千円 

  第２項 営業外費用               ２６，５９９千円 

  第３項 特別損失                   １６５千円 

  第４項 予備費                  ４，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額４１１，９００千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額２４，３６３千円及び過年度分損益勘

定留保資金３８７，５３７千円で補填するものとする。）。 
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収      入 

 第１款 資本的収入               １２４，６００千円 

第１項 工事負担金               ５１，０００千円 

第２項 分担金                 ２３，６７９千円 

第３項 出資金                 ４１，１７１千円 

第４項 補助金                  ８，７５０千円 

支      出 

第１款 資本的支出               ５３６，５００千円 

  第１項 建設改良費              ３５６，９２１千円 

  第２項 企業債償還金             １７９，５７９千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
令和４年度から 

令和５年度まで 
８８ 

検 針 業 務 委 託 料 
令和４年度から 

令和５年度まで 
９，９００ 

水 質 検 査 等 委 託 料 
令和４年度から 

令和５年度まで 
７，８００ 

水 質 検 査 モ ニ タ ー 委 託 料 
令和４年度から 

令和５年度まで 
１，０００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

シ ス テ ム 保 守 委 託 料 

令和４年度から 

令和５年度まで 
３００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

機 器 保 守 委 託 料 

令和４年度から 

令和５年度まで 
１５０ 

配 水 管 事 故 賠 償 責 任 保 険 
令和４年度から 

令和５年度まで 
４５０ 

上 下 水 道 総 合 管 理 

シ ス テ ム 保 守 委 託 料 

令和４年度から 

令和５年度まで 
５００ 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

（１） 収益的支出 第１款水道事業費用のうち、第 1 項営業費用、第２

項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

（２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費                ４３，３６０千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 政策的事由による水道拡張事業経費等負担のため、一般会計からこ

の会計へ補助を受ける金額は、９，０５４千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３００千円と定める。 

 

  令和４年２月２５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２７号 

 

   令和４年度瑞浪市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和４年度瑞浪市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処理区域内水洗化人口            ２５，９００人 

（２） 年間総処理水量             ３，９７０，０００㎥ 

（３） 一日平均処理水量               １０，８７７㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 

ア 公共下水道管渠布設事業           ６４，７３３千円 

イ 公共下水道管渠長寿命化事業         ９０，０００千円 

ウ ポンプ場整備事業             １０２，７００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

 第１款 下水道事業収益           １，３１６，８００千円 

  第１項 営業収益               ５５２，７３１千円 

  第２項 営業外収益              ７６４，０６９千円 

支      出 

 第１款 下水道事業費用           １，３０２，７００千円 

  第１項 営業費用             １，１９８，９６５千円 

  第２項 営業外費用              １０１，５７０千円 

  第３項 特別損失                   １６５千円 

  第４項 予備費                  ２，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額３５９，８００千円は、当年度分消費
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税及び地方消費税資本的収支調整額１５，８２８千円及び損益勘定留保資

金３４３，９７２千円で補填するものとする。）。 

収      入 

 第１款 資本的収入               ４３５，６００千円 

  第１項 企業債                １７３，１００千円 

  第２項 負担金                 １８，９５０千円 

  第３項 出資金                １７１，１５０千円 

  第４項 補助金                 ７２，４００千円 

支      出 

 第１款 資本的支出               ７９５，４００千円 

  第１項 建設改良費              ２７２，４１６千円 

  第２項 企業債償還金             ５２２，９８４千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
令和４年度から 
令和５年度まで １５３ 

水洗便所等改造資金利子補給 
（ 令 和 ５ 年 度 分 ） 

令和４年度から 
令和１０年度まで 

２９２ 

上 下 水 道 総 合 管 理 
シ ス テ ム 保 守 委 託 料 

令和４年度から 
令和５年度まで 

５００ 

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 
点 検 ・ 清 掃 業 務 委 託 料 

令和４年度から 
令和５年度まで ６，１００ 

脱 水 ケ ー キ 処 理 業 務 委 託 料 
令和４年度から 
令和５年度まで 

６９，０００ 

薬 品 購 入 費 
令和４年度から 
令和５年度まで １４，０００ 

測 定 検 査 業 務 委 託 料 
令和４年度から 
令和５年度まで 

１，８００ 

大 湫 ク リ ー ン セ ン タ ー 
維 持 管 理 業 務 委 託 料 

令和４年度から 
令和５年度まで 

４，３００ 

大 湫 ク リ ー ン セ ン タ ー 
汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料 

令和４年度から 
令和５年度まで 

９００ 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下 水 道 事 業 173,100 

普通貸借 

又 は 

証券発行 

年３．０%以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金について、

利率見直しを行っ

た後においては、

当該見直し後の利

率） 

政府資金について

は、その融資条件

により、銀行その

他の場合には借入

先と協定し、その

条件に従うものと

する。ただし、企

業財政の都合によ

り据置期間及び償

還期限を短縮し、

もしくは繰上償還

又は低利に借換す

ることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

 （１） 収益的支出 第１款下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第

２項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

 （２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費               １０９，５１０千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受け

る金額は、１７，３１９千円である。 
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令和４年２月２５日 提出 

 

 瑞浪市長 水 野 光 二    
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